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【機密性２】 

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 

平成30年7月豪雨災害の特徴 
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【機密性２】 
■平成30年7月豪雨による降雨（概要） 

○平成30年7月豪雨により、西日本を中心に全国的に広い範囲で記録的な大雨。 

○特に長期間の降水量について多くの観測地点で観測史上１位を更新。 
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【機密性２】 
■平成30年７月豪雨による被害の発生状況 

○平成30年7月豪雨により、西日本を中心に、広域的かつ同時多発的に河川の 

  氾濫、がけ崩れ等が発生。 

○これにより、死者２２３名、行方不明者８名、家屋の全半壊等２０，６６３棟、家屋 

   浸水２９，７６６棟の極めて甚大な被害が広範囲で発生。※１ 

 

※１：消防庁「平成３０年７月豪雨及び台風第１２号による被害状況及び消防機関棟の対応状況（第５６報）」（平成３０年９月１０日(月）１４時００分） 
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【機密性２】 
■高梁川水系小田川における浸水・被害状況 

小田川（倉敷市真備町）では、洪水浸水想定区域と実際の浸水範囲がほぼ一致に
もかかわらず、５１名が死亡。特に死者の約８割が７０歳以上。 
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【機密性２】 
■高梁川水系小田川における危険情報の発表状況 

小田川（倉敷市真備町）では、洪水予報、避難指示など様々な危険情報を発表。 
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【機密性２】 
■平成30年７月豪雨以降の土砂災害の発生状況 

平成30年７月豪雨では、西日本を中心に、広域的かつ同時多発的に土砂災害が発生。 
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【機密性２】 
■平成30年7月豪雨 
人的被害箇所における土砂災害防止法に基づく警戒区域指定状況 

○土砂災害による死者・行方不明者は１１９名、このうち現時点で被災位置が特定でき
たのは１０７名、うち、約９割（９４名）は土砂災害警戒区域内等で被災。 
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【機密性２】 
■平成30年7月豪雨＿土砂災害警戒情報の発表状況 

○人的被害（死者）が発生した53箇所のうち、発災時刻※が特定できた全箇所（53箇
所）で、土砂災害発生前に土砂災害警戒情報が発表済み。 
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【機密性２】 
■平成30年７月豪雨災害のまとめ 

①西日本を中心に、広域的かつ同時多発的に水害・土 

  砂災害が発生。 

 

 

②今回の豪雨では、洪水浸水想定区域や土砂災害警  

   戒区域において、避難行動を促す情報が発令されて 

   いたにもかかわらず、人的被害が多く発生。 

 

 

③被害者の多くが高齢者。 
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【機密性２】 

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 

情報共有プロジェクトの概要 
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【機密性２】 

平成30年10月 4日 第１回全体会議

平成30年10月11日 第１回WG

平成30年10月24日 第２回WG

平成30年11月 8日 第３回WG

平成30年11月22日 第４回WG

平成30年11月29日 第２回全体会議

令和元年  6月 7日 第３回全体会議

○会議の流れ
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【機密性２】 
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【機密性２】 
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【機密性２】 

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 

当面取り組む「情報共有プロジェク
ト概要と項目」について 
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【機密性２】 
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【機密性２】 

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 

Ａ：災害情報単純化プロジェクト 

～災害情報の一元化・単純化による
分かりやすさの追求～ 
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【機密性２】 
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【機密性２】 

3月29日 各地方局へ、短いフレーズでの伝達、よみがなを付した配信の実施を通知 

今後、観測所等のよみがなデータベースweb開設、よみがなリストを各メディアに配布予定 

よみがなデータベースイメージ １４０字以内でプレスリリース 

50文字 

62文字 
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【機密性２】 

6月 気象キャスターとの用語改善点検会議開催 

今後、各地域メディア連携懇談（協議）会において、わかりにくい表現等について意見交換 20 



【機密性２】 

6月 気象キャスターとの意見交換会開催予定 

今後、気象キャスターなどが利用できる解説材料を作成・配布予定 21 



【機密性２】 
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【機密性２】 
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【機密性２】 

6月3日 ポータルサイト（ＰＣ版、スマホ版）運用開始 

7月 ポータルサイトを「川の防災情報」トップページへ移行 

9月 リスクライン、被害情報、避難情報の提供開始 24 



【機密性２】 

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 

Ｂ：災害情報我がことプロジェクト 

～災害情報のローカライズの促進と
個人カスタマイズ化の実現～ 
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【機密性２】 
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【機密性２】 

5月21日 国交省と日本ケーブルテレビ連盟間で河川情報等の提供に関する協定締結 

6月～  CATVにおいて、災害時に水位、カメラ映像を放送開始 

地域防災コラボチャンネル 

社会実験参加事業者（１８社） 

上越ケーブル 
テレビジョン 

ケーブルワン 
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【機密性２】 
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【機密性２】 

 

 ６月 １０水系において市町村等向けに提供開始 
 ９月 一般向けの提供を開始（四国は国が管理する全８水系で提供開始） 
 今年度内 国が管理する全１０９水系で提供開始予定 

観測所水位
（ポップアップ）

市町村向けリスクライン画面例 
（200m毎の左右岸別の危険度） 
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【機密性２】 
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【機密性２】 

 

3月 肱川水系で平成30年7月豪雨の実績浸水深の表示を設置（約40カ所）  

5月 肱川水系で野村・鹿野川ダム下流における浸水想定区域図を作成・公表 

今年度内  直轄及び水資源機構管理ダム（約100ダム）下流の浸水想定図作成・公表予定 

市街地での浸水深表示例 

（実績浸水深 肱川水系） 

ダム下流における浸水想定図作成例 

（令和元年5月 肱川水系） 
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【機密性２】 
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【機密性２】 

4月22日 分かりやすいダム放流通知文の試行開始を通知 

８月 カメラ映像の配信（西予ケーブルテレビ（愛媛県））を開始 

新たな放流通知文の試行 ＣＣＴＶ映像を地元ケーブルテレビへ配信 

チャンネル（番組）下部にテロップを表示 

3

貯水池 ダム下流ダム上流

ダム放流通知文の見直し
     【機密性２】  

発出元 → 発出先  作成日_作成担当課_用途_保存期間  

 

         

ダム連絡 

 
【重要通知 異常洪水時防災操作 ○時間前】 

平成○○年○月○日○時○分 
○○ダム管理所 

発信者：○○○○ 

＜ダム操作に関する通知＞ 

◯◯水系○○川○○ダム（◯◯県◯◯市）では、現在、防災操作（洪水調節）を行っています。 

今後、計画規模を超える洪水が予想されるため、ダムに水を貯められなくなり、○月○日○時○分頃から

下流に流れる水量が増える異常洪水時防災操作を実施します。 

そのため、洪水氾濫のおそれがあります。 

移行する場合は、おおむね１時間前にも事前通知をしますので、ダムからの連絡等に注意してください。 

※今後の降雨状況により時間が前後する可能性がありますので、ご注意ください。 

 

 

 
＜受信確認＞  ○○ダム管理所 TEL：□□-□□□□ FAX：□□-□□□□ 

発信機関 発信者 発信時刻 受信機関 受信者 受信時刻 

      

通知（受信確認が必要） 

至急 ○○ダム 

警戒レベル４相当 
・ダム下流の河川で水量が増加し、氾濫のおそれがあり。 

・避難勧告等の措置が必要。 

 

より切迫感が伝わるように、
「至急」、「重要通知」などの
表示

避難に要するリードタイムを
踏まえた通知時期の設定

警戒レベルの表示
（避難勧告等に関するガイド
ライン改定にあわせたレベル
表示）

自治体が発令する避難勧告
等の判断に必要な情報を記
載

貯水池等の状況を記載
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【機密性２】 

 

今後、地域メディア連携懇談（協議）会において意見交換予定 

今後、各地域において、気象キャスターなどが利用できる解説材料を作成・配布予定 34 



【機密性２】 

 

９月 モデル地区において住民参加型ワークショップでマイタイムラインを作成予定 35 



【機密性２】 

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 

Ｃ：災害リアリティー伝達プロジェクト 

～画像情報の活用や専門家からの
情報発信など切迫感とリアリティー

の追求～ 
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【機密性２】 

 

37 



【機密性２】 

3月29日 洪水時の解説の取組推進について地方局に通知 

5月 国土交通省職員などの専門家による解説を開始。 

地域メディア連携懇談（協議）会にて解説依頼窓口を交換（NHK及び民放各社等） 

電話による解説 

令和元年５月２１日大雨時：国土交通省職員による解説（ＮＨＫより） 

LIVE映像
の提供 

今回の降雨のような場合の注意点等は、
ありますでしょうか？ 

 雨がやんでも、まだ水位が下がっていない河川も
あります。雨が上がったからといって安心して川に
近づかないように気をつけて・・・ 
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【機密性２】 

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 

Ｄ：災害時の意識転換プロジェクト 

～災害モードへの個々の意識を切り
替えさせるトリガー情報の発信～ 
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【機密性２】 

 

5月29日 警戒レベル相当情報を付した、洪水予警報、土砂災害警戒情報の発表開始 

6月3日 携帯キャリアにおける手引きに「警戒レベルの運用」を追加 

5月～ 各メディアにおいて周知を実施。引き続き、各メディアや政府広報等により周知 40 



【機密性２】 

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 

Ｅ：災害情報メディア連携プロジェクト 

～災害情報の入手を容易にするた
めのメディア連携の促進～ 

41 



【機密性２】 
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【機密性２】 

5月 地方新聞社連盟を通じて加盟各社に県別ハザードマップサイトの２次元コードを配布 

地方メディア連携懇談（協議）会において、地域別の２次元コードを配布 

地域のハザードマップへ 
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【機密性２】 

 

4月 NHK、民放連に県別ハザードマップサイトの２次元コードを配布 

6月～ 地方メディア連携協議会において、地域別の２次元コードを配布 44 



【機密性２】 

6月 防災情報に関するリンク集を各メディアに配布 

各メディアの災害報道において、行政機関の災害情報サイトを活用してもらうととも
に、各メディアのホームページ等においても、災害情報サイトへのリンクを掲載して
もらうなど、災害情報の相互活用を促進する。 

㉔様々なメディアでの行政機関の災害情報サイトの活用 
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【機密性２】 

 

9月 「川の水位情報」サイトにＳＮＳ投稿ボタンを追加 46 



【機密性２】 
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【機密性２】 

5月16日 公式アカウントを通じて災害情報の発信を強化する試行実施を地方局へ通知 

今後、ＳＮＳリスト機能等による国交省事務所アカウント一覧を作成予定 

中部地方整備局事務所リスト ＳＮＳによるダム放流のお知らせ 
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【機密性２】 

 

9月 公式アカウントでの試行を踏まえて災害情報におけるSNS活用手引きを作成予定 49 



【機密性２】 

 

今後、国交省事務所SNSアカウント一覧を作成、Ｗｅｂで公開、各メディアへ配布予定 50 



【機密性２】 

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 

地域メディア連携懇談（協議）会について 
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【機密性２】 

 メディア連絡懇談（協議）会は、テレビや新聞、ラジオ等のそれぞれが有する特性を活かし
た住民の理解と行動につながるための情報発信・伝達の取組を、関係機関で共有し、実施
していくために日頃からの連携関係を構築することを目的としています。 

 地域に根ざしたメディア関係者により構成することを基本とし、構成員は、取組の共有・実
施していくという趣旨から、水害・土砂災害情報の提供・伝達に係る事業を担当する実務担
当者で設置します。 

地方におけるメディア連携懇談（協議）会の設置 

「住民自らの行動に結びつく水害・土砂災害 

ハザード・リスク情報共有プロジェクト」 

全体会議（国土交通本省） 

地域メディア連携懇談（協議）会 

情報共有 

◆各県単位 メンバー 
新聞社、ケーブルテレビ事業者、ＮＨＫ地方局、民放テレビ局、民放ラジオ
局、コミュニティＦＭ局、気象キャスター、地方整備局、河川等事務所、県、
地方気象台等 

◆取組事項 
①行政とメディアそれぞれの水害・土砂災害情報の提供・伝達に関する取組状況の共有。 

②災害時における住民への効果的な情報伝達のための情報共有、連携方策の調整。 

③平時からの住民等への周知・啓発・訓練等による防災力強化に関する連携方策の調整 

④災害時における相互の連絡窓口、問合せ窓口の調整。 

⑤本省で開催する全体会議での実施状況等に関する情報共有。 

⑥その他の関連した取組の調整等メディア連携懇談（協議）会において必要な事項。 
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【機密性２】 

 近年、台風や前線接近時の公共交通機関の運行情報やメディアからの災害情報等の発
信は、地域経済・社会活動、避難行動等に大きな影響をもたらしている。 

 また、平成29年の水防法改正により、「大規模氾濫減災協議会」制度が創設され、関係機

関で密接に連携していくことになったが、メディアが参加している協議会は未だ少なく、「大
規模氾濫減災協議会」の取組みを効果的に進めるためにも、「地域メディア連携懇談（協
議）会」と連携した活動検討と情報共有が重要となる。 

「地域メディア連携懇談（協議）会」と「大規模氾濫減災協議会」の連携 （参考） 

■大規模氾濫減災協議会の活動 

①洪水の浸水想定等、水害リスク情
報の共有と構成機関のそれぞれ又は
連携して実施する減災に係る取組み
状況の共有。 

②円滑かつ迅速な避難、的確な水防
活動及び円滑かつ迅速な氾濫水の
排除等を実現するために連携して取
り組む事項をまとめた地域取組方針
の作成・共有。 

③地域取組方針に基づく対策の実施
状況確認。 

④トップセミナーや堤防共同点検等
の実施と情報共有。 

⑤大規模氾濫に関する減災対策に
関して必要事項の実施。など 

大規模氾濫
減災協議会 

大規模氾濫
減災協議会 

大規模氾濫
減災協議会 ・・・ 

「
地
域
メ
デ
ィ
ア
連
携
懇
談
（
協
議
）
会
」 

大規模氾濫
減災協議会 

大規模氾濫
減災協議会 

大規模氾濫
減災協議会 

・・・ 

■地域メディア協議会の情報は、国、県等の共通参加メンバーによっ
て減災協議会へ共有。 

■「地域メディア連携協議会」では、減災協議会単位や流域単位等の
個別課題テーマの議論や情報共有も可能。 
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